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「夏の生活スタイル変革」（朝型勤務）に関する内閣人事局および総務省交渉と総務省通知の発出について 

※　この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　内閣人事局が、「国家公務員における「夏の生活スタイル変革」（朝型勤務と早期退庁の勧奨）の実施方針（案）」を示したことを受け、３月26日に公務労協書記長クラスが内閣人事局交渉を実施しました。また、地方公務員における「夏の生活スタイル変革」への対応について、同日、地方公務員部会が総務省交渉を実施しました。これらの交渉情報については、下記をご参照下さい。

　翌日の27日には総務省は地方自治体での７・８月の朝型勤務を奨励するための通知を発出しましたので、添付の通り情報提供いたします。

１．国家公務員の「夏の生活スタイル変革」実施方針（案）で公務労協書記長クラスが内閣人事局と交渉－3/26

　公務労協は、３月26日15時から、内閣人事局と「国家公務員における「夏の生活スタイル変革」（朝型勤務と早期退庁の勧奨）の実施方針（案）」（以下、実施方針（案））についての交渉を実施した。

　公務労協からは、構成組織書記長らが出席し、内閣人事局は笹島人事政策統括官ほかが対応した。

　冒頭、笹島政策統括官が、「この間、２月12日の第189回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説をうけ、内閣人事局として、各府省や皆様からご意見をいただきながら検討を重ねてきた。明日、『夏の生活スタイル変革』に関する次官級連絡会議と女性職員活躍・ワークライフバランス推進協議会合同会議に実施方針（案）を提示したのち、公表する見込みである。本日は、実施に向けての意見交換を行いたい」と述べたのち、古賀参事官から説明がなされた。

　これに対し、吉澤事務局長らは次の通り統括官の見解を質した。

(1) 具体的な内容については申入れを行っており、今後、実施に向けた具体化にあたっては、申入れ内容を斟酌配慮していただきたい。

その上で、国民運動としての生活スタイル変革をするとのことだが、社会的・国民的理解を得ていくことが必要ではないか。国家公務員については明日公表されるとのことだが、国民への周知が不十分となり国家公務員のみが先行するとなった場合、謂われのない公務員批判につながりかねないため、政府全体として早急に周知徹底を図っていただきたい。

また、これまでも公務員の働き方改革については議論してきたが、いまだ改善がなされていない。実施にあたって最も重要なのは、超過勤務の縮減とワーク・ライフ・バランスの実現であり、実効性のある取り組みとなるようにしていただきたい。

(2) 地方も含めた各職場では、定員削減や仕事量の増加等により厳しい状況の中で業務に従事している。今後、職員はもとより各府省の実情に応じて取り組みが具体化されるが、各府省に任せきりになることによって、職員に不公平感が出ることのないよう、内閣人事局として対策を講じていただきたい。また、職場実態に即した取り組みが基本であるため、数値目標の設定等はせず、自主性を尊重していただきたい。

(3) フレックスタイム制との整合性はどうするのか。現場の職員が混乱しないよう適正な制度の運用を図っていただきたい。

　これに対し笹島政策統括官は次の通り応えた。

(1) 国民全体で長時間労働を含めた働き方を変え、超過勤務の縮減やワーク・ライフ・バランスの実現等をめざすための一つの方策として今回の国民運動が展開されると認識している。国家公務員としては、ワーク・ライフ・バランス推進強化月間の中で、働き方を含めた生活スタイル変革として実施するものであり、これを契機に、働き方改革だけでなく、適正な時間管理や超過勤務縮減策の具体化などにつなげていきたいと考えている。

国民に対する周知方法等については、今後、政府として具体的検討を行う。

(2) 今後、実施にあたり、各府省において具体的取り組みが検討されることになるが、内閣人事局としても、超過勤務の縮減を含めた働き方改革に向けた効果的な取り組みとなるよう、各府省を支援していきたい。数値目標等の設定はしないのが基本スタンスだ。

(3) フレックスタイム制との整合性について、勤務時間管理が難しくなるとのご指摘もあるが、個々の事情や生活スタイルに応じて必要な制度を活用し、ワーク・ライフ・バランスの実現をめざすことが必要だと考えている。制度の運用等については、具体化された段階で、皆様とも意見交換しながら、意味のあるものにしていきたいと考えている。

最後に吉澤事務局長が「実施によって、超過勤務が増加しては本末転倒となることは、お互いの共通認識であることを確認しておく。実施にあたっては、職員および職員団体との合意形成が必要不可欠であり、各府省、職場での丁寧な対応をお願いしたい」と強く要請し、この日の交渉を終えた。

２．地方公務員の｢夏の生活スタイル変革｣について地公部会幹事クラスが総務省と交渉-3/26

　公務労協地方公務員部会は、３月26日、地方公務員の「夏の生活スタイル変革」について交渉を実施した。地方公務員部会からは、加藤事務局長、田中事務局次長、幹事クラス交渉委員が出席し、総務省からは加松公務員課長ほかが対応した。

  冒頭、加藤事務局長は、「２月12日の内閣総理大臣施政方針演説での「夏の生活スタイルを変革する新たな国民運動を展開します」との発言を踏まえ、国家公務員において、夏季における朝型勤務の導入等を率先して進めるということを聞いている。地方公務員について、地方自治体に対し、総務省として通知等の発出を考えているのか。発出するのであれば、発出時期とその内容は何か」と求めたのに対し、加松公務員課長は、「夏の生活スタイル変革は国民運動として展開するとされており、地方公務員についても、国家公務員の取り組み方針を踏まえ、これに取り組んでいただきたい」と答え、その内容について、以下のように説明した。

(1) 国の取り組みを周知する方向で検討している。国家公務員の実施方針が３月27日に決定されると聞いており、これを地方公共団体に対し通知する予定である。できれば、国家公務員の実施方針決定と同日に通知したい。

(2) 地方公共団体に対して国家公務員の実施方針を示し、この取り組みを参考にしながら、各団体の実情に則した柔軟な取り組みをしていただきたい、という趣旨の通知をする。

  これに対し、地方公務員部会側は次のように質した。

(1) 自治体現場では、窓口や学校、保育現場などをはじめ直接的に住民サービスを提供する業務が多いことから、夏時間の導入とは異なり、対応が困難な職場が多いと考えられる。実施及びその内容は、地方自治体の判断ということでよいか。

(2) このねらいは、超勤縮減、ワーク・ライフ・バランスの実現ととらえるが、導入により、個々の勤務時間や業務量が逆に増大することになれば、本末転倒である。そのようなことがないよう、適切な対応をお願いしたい。

(3) 窓口業務など、適用を除外することを想定している部署があるか。通知に記載するのか。

  これに対し、加松公務員課長は次のように答えた。

(1) 国民運動として取り組むものであり、総務省としては、国家公務員の取り組みを参考にそれぞれの実情に則して取り組んでいただきたいと考えている。具体的にどう取り組むかを決定する権限は地方公共団体にあるので、検討していただきたい。

(2) 総務省通知は、国家公務員の実施方針を添付して発出するというのが基本的な姿だ。適用除外対象については、国家公務員の実施方針中に、実施が困難な職員として、交替制勤務職員、実施することにより行政サービスの低下につながる職員、育児・介護等本人の事情により実施が困難な職員等が示されていることから、これを参考に各地方公共団体の実情に則して取り組んでいただきたい。

最後に、加藤事務局長は「『夏の生活スタイル変革』の実施については、各地方自治体の実情に則して柔軟に取り組み、具体の検討については、地方自治体が行うものであり、総務省から画一的な実施を強制するものではないことを再度確認しておく。今後、現場での課題等が生じてくる可能性もあることから、必要に応じて、適宜情報交換・協議の場を設けていただきたい」と強く要請し、この日の交渉を終えた。

３．自治労北海道本部の考え方と対応について

(1) 政府が周知している「夏の生活スタイル変革」（朝方勤務）は、10年ほど前に取り組みが進められた「サマータイム」の取り組みの趣旨とほぼ同様であり、「夏の生活スタイルを変革する新たな国民運動を展開する」としている割には特段、新しい検討が加えられているものではない。当時も議論にあったように、公務職場だけ朝方勤務を取り組んだとしても、社会全体への波及効果が得られずに、数年間で取り組みが終了することが容易に想定できる。
(2) また、地公部会が総務省交渉において指摘しているように、自治体現場では、窓口や学校、保育現場などをはじめ直接的に住民サービスを提供する業務が多いため、機械的に導入を行えば、業務執行に悪影響を与え、行政サービスの混乱や低下を招くなどの課題が惹起する。さらに、超勤縮減やワーク・ライフ・バランスの実現を目的とするなら、個々の職員の勤務時間や業務量が逆に増大するような制度運用は本末転倒といえる。同時に、国が実施しているからといって、自治体へ強制されることは決してあってはならない。
(3) 総務省からすでに通知が発出されているが、「国家公務員の取り組みを参考としつつ、各々の事務事業等に支障が生じないよう十分留意の上、できるところから各団体の実情に即した柔軟な取り組みを検討」という表現に止まっており、最終的に取り組みを行うかどうかについては、自治体の判断に委ねられていると理解できる。
(4) 各単組においては、以上のことを踏まえて、各自治体に対する対応を進めていく必要があるが、何も議論を行わず、一方的に当局が判断し取り組みを行うということが無いように、各地方本部・単組が連携して対応すること。仮に今回の「夏の生活スタイル変革」（朝型勤務）について、強制にわたる事実など、問題点が出てきた場合は、その事実関係を整理して自治労北海道本部（賃金労働部）へ報告すること。道本部としては、自治労本部等へ意見反映し、総務省対策や北海道市町村課への対応を強化し、強制とならないように取り組みを進めることとする。
(5) なお、「【取扱注意】参考資料」については、政府部内資料であり公表されていないので、取り扱いには注意すること。
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